
全国土地改良事業団体連合会担い手育成支援事業助成金交付規程

平成２３年４月１２日 制 定

（趣 旨）

第１ 全国土地改良事業団体連合会（以下「全土連」という。）は、農家負担金軽減支援

対策事業実施要綱（平成２３年４月１日付け２２農振第２３０４号農林水産事務次官依

命通知。以下「要綱」という。）及び農家負担金軽減支援対策事業実施要領（平成２３

年４月１日付け２２農振第２３０５号農林水産省農村振興局長通知。以下「要領」とい

う。）に基づき償還利息の一部に相当する額を助成するため、要綱第１０の１の規定に

基づきこの規程を定め、助成金はこの規程の定めるところにより交付するものとする。

（助成金の交付方法）

第２ 助成金の交付は、全土連から事務委託を受けた都道府県土地改良事業団体連合会

（以下「地方土連」という。）が、要綱第９の１の（２）に基づく全土連の認定を受け

た土地改良区又は市町村（以下「土地改良区等」という。）との間に締結する担い手育

成支援事業助成金交付契約（別記第１号様式）によって行うものとする。

（助成金の交付期間）

第３ 助成金の交付を行う期間は、担い手育成支援計画に定めた助成期間以内とする。

（助成金の額）

第４ 毎年の助成金の交付額は、担い手育成支援計画に定めた助成予定額以内とする。

２ 助成金の額の算出に用いる受益者負担金又は償還金を平成１０年４月１日以降に借換

え、かつ、それによって助成金の額が増える場合又は増え得る場合には、当該借換えに

よる償還金は助成金の算出に用いる償還金とはしないものとする。

（助成金交付の申請）

第５ 助成金の交付を受けようとする土地改良区等は、要綱第１０の３の（１）に基づき、

助成金の交付を受けようとする各年度において、担い手育成支援事業助成金交付申請書

（別記第２号様式）に担い手育成支援事業助成金計算書（別記第３号様式）を添付して、

地方土連に対して申請を行うものとする。

２ 第１項の申請に係る助成金については、当該年度の４月１日から３月３１日までの間

に負担又は償還する受益者負担金又は償還金(繰上げ償還金は含めない。)について、要

領別紙５の第１０により算定された額とする。なお、担い手育成支援事業助成金交付申

請書の提出期限は、各年度の６月末までとする。



（助成金の交付）

第６ 地方土連は、土地改良区等から助成金の交付申請があり、審査の上、その内容が適

当であると認めたときは、助成金を９月末までに交付するものとする。

（助成金の返還等）

第７ 地方土連は、担い手育成支援事業の助成金の交付を行っている土地改良区等におい

て、要綱第１０の４に定める使途以外に助成金が充てられたと認められた場合又は要綱、

要領及びこの規程に違反した場合（土地改良区等が他の団体に助成金の配分を行ってい

る場合は、当該団体において要綱第１０の４に定める使途以外に助成金が充てられたと

認められた場合又は要綱、要領及びこの規程に違反した場合を含む。）は、土地改良区

等から既に交付した助成金の全部又は一部を返還させることができるものとする。

（助成金の使途）

第８ 土地改良区等は、交付された助成金の全てを担い手育成支援計画に定める使途に充

てるものとする。

（報告等）

第９ 助成金の交付を受けている土地改良区等は、要領別紙５の第９の１の（１）に基づ

き、毎年度、当該年度の事業実績（別記第４号様式）を地方土連に報告するものとする。

２ 地方土連は、土地改良区等から事業実績の報告があり、審査の上、その内容が適当で

あると認めたときは、当該実績（別記第５号様式）を全土連及び都道府県に報告するも

のとする。

第10 助成金の交付を受けている土地改良区等は、要領別紙５の第９の１の（２）に基づ

き、要領別紙５の第５の１の（１）、第５の２、第５の３のいずれかの要件を達成した

場合、又は、要領別紙第１０の１の①に示す別記「利子助成限度の適用基準」に掲げる

目標水準２又は３の集積要件を達成した場合には、地方土連に要件達成の報告（別記第

６号様式）を行うものとする。

２ 第１項の要件達成の報告は達成年度の３月末までに行うものとし、報告書のうち「事

業認定後増加面積」の算定に用いる報告時の経営等農用地の面積は、所有権又は賃借権

その他の使用及び収益を目的とする権利を有する（農業経営委託を受ける場合を含

む。）農用地にあっては当該年度の３月１日時点における実面積、農作業受託により農

作業を行っている農用地にあっては、当該年度の３月１日時点における次年度作付の契

約に係る実面積とする。

３ 地方土連は、土地改良区等から第１項の要件達成報告があったときは、都道府県知事

に対して承認を申請（別記第７号様式）するものとし、都道府県知事から承認の通知が

あったときは、その旨を全土連に報告（別記第８号様式）するとともに、土地改良区等

に通知（別記第９号様式）するものとする。



第11 地方土連は、担い手育成支援事業の助成金の交付を行っている土地改良区等に対し、

助成金に対する報告を求め、又はその職員をして当該交付金に関する帳簿、書類等の調

査を求めることができるものとする。

２ 担い手育成支援事業の助成金の交付を受けている土地改良区等は、その期間中に地方

土連より助成金に関する報告を求められ、又はその職員をして当該交付金に関する帳簿、

書類等の調査を求められた場合は、これに協力するものとする。

附則 この規程は、農村振興局長の承認のあった日(平成２３年４月２５日)から施行す

る。

２ 要綱第１０の５の都道府県からの助成補助金が交付される時期との関係から、助成

金を９月末までに交付することができない場合にあっては、第６の規定にかかわらず、

地方土連は、全土連と協議のうえ年度内に別途の日を定め交付することができるもの

とする。



（別記第１号様式）

担い手育成支援事業助成金交付契約書

全国土地改良事業団体連合会から事務の委託を受けた○○県土地改良事業団体連合会会

長○○○○（以下「甲」という。）と○○土地改良区理事長（又は○○市町村長）○○○

○（以下「乙」という。）とは、全国土地改良事業団体連合会担い手育成支援事業助成金

交付規程（以下「交付規程」という。）に基づき、甲が行う担い手育成支援事業に係る助

成金の交付について、次の条項により契約を締結する。

第１条 甲は、交付規程の定めるところにより、乙に対し助成金を交付する。

２ 乙は、助成金の交付を受けるに当たり、交付規程とこの契約を遵守するものとする。

第２条 甲が乙に対して交付する助成金の額は、交付規程第５の規定により算出した額と

する。

第３条 乙は、交付規程第５の規定により助成金の交付を申請するときは、担い手育成支

援事業助成金交付申請書に担い手育成支援事業助成金計算書を添付して行うものとする。

第４条 甲は、乙から前条の申請書を受理したときは、交付規程第６の規定により助成金

を交付するものとする。

第５条 甲が助成金を交付した後、その交付した額の全部又は一部が適当でないと認めら

れた場合には、乙は当該適当でないと認められた額を次により甲に返還するものとする。

ア 乙は、甲の指定した納付の日までに納付するものとし、故意又は重大な過失が乙に

あると認められた場合は、助成金の交付の日から甲が指定する納付の日までの日数に

応じ、当該適当でないと認められた額につき年１０.９５パーセントの割合で計算した

加算金を加えた額（以下「返還金」という。）を返還する。

イ 乙は、アに定める期間内に返還金を納付しなかった場合には、当該返還金のほか、

アの期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、当該返還金に年１０.９５パーセント

の割合で計算した延滞金を支払う。

第６条 甲は、乙の責めに帰すべき理由により乙が交付規程又はこの契約の条項に違反し

たときは、乙に対する助成金の交付を打ち切り、又は既に交付した助成金の全部又は一

部を返還させることができる。

第７条 乙は、助成金に関し、甲が報告を求めた場合又は甲の職員をして当該交付金に関

する帳簿、書類等を調査させることを必要とした場合は、これに協力しなければならな

い。



第８条 この契約の内容に変更を加えようとするとき、又はこの契約に定めのない事項に

ついては、その都度、甲、乙の協議により定めるものとする。

第９条 この契約を証するため、本書２通を作成し、甲乙両者記名押印の上、各自その１

通を保有するものとする。

平成 年 月 日

住 所

甲 全国土地改良事業団体連合会

会長 事務受託者

○○県土地改良事業団体連合会

会長 印

（交付申請者）

乙 住所

○○土地改良区

理事長 印

又は

○○市町村

市町村長 印



（別記第２号様式）

平成○○年度担い手育成支援事業助成金交付申請書

（文書番号）

年 月 日

全国土地改良事業団体連合会

会長 事務受託者

○○県土地改良事業団体連合会

会長 殿

（交付申請者）

住所

○○土地改良区

理事長 印

又は

○○市町村

市町村長 印

担い手育成支援事業助成金交付規程第５の規定に基づき、平成○○年度の助成金の交付

を受けたいので申請します。

地 区 名 （認定地区番号： ）

助 成 限 度 利 息 ％

千円

申 請 交 付 額

送金先

(1) 金融機関名

(2) 口座名義人

(3) 口座種別

(4) 口座番号
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（別記第４号様式）
平成○○年度担い手育成支援事業実績報告書

（文書番号）
年 月 日

全国土地改良事業団体連合会
会長 事務受託者
○○県土地改良事業団体連合会
会長 殿

（交付申請者）
住所
○○土地改良区
理事長 印

又は
○○市町村
市町村長 印

担い手育成支援事業助成金交付規程第９の規定に基づき、平成○○年度の事業実績を報告します。

１．助成金の使途

地 区 名 （認定番号）

助 成 限 度 利 息 ％

助 成 金 交 付 額 千円

調 整 活 動 費 千円
助 内 訳：
成
金 高 度 化 経 費 千円
の 内 訳：
使
途 負担金軽減経費 千円

内 訳

※助成金の使途を示す証拠書類は、求めにより提出できるよう保管管理する。

２．調整活動状況

年 月 日 活 動 内 容



３．利用集積状況

受益面積① ha

事業認定時 事業認定後 農 用 地 農 用 地
担 い 手 面 積 (ha) 増 加 面 積 (ha) 集積増加率 利用集積率
農家番号 (%) (%)

地区内 地区外 合 計 地区内 地区外 合 計
② ③ ④=②＋③ ⑤ ⑥ ⑤＋⑥ ⑤／④ (②+⑤)/①

計

注）１．利用集積状況は、個々の担い手ごとに記入する。
２．「事業認定時面積」とは、事業認定時における経営等農用地の面積をいう。
３．「事業認定後増加面積」とは、事業認定後に増加した経営等農用地の面積をいう。

４．土地利用高度化状況

耕地 耕地
昭和６０年の都道府県の 利用率の平均 ％ 地区の 利用率 ％

本地 本地

耕地 耕地
認定時の 利用率 ％ 地区の 利用率 ％

本地 本地

耕地 耕地
知事の定めた 利用率 ％ 地区の 利用率 ％

本地 本地

都道府県の飼料作物の作付率 ％ 地区の飼料作物の作付率 ％

選択作物の指標値 ％ 地区の選択作物の作付割合 ％
①．選択作物の市町村の作付割合

・ ％
・ ％
計 ％

②．①の指標計算
％

注）1.要領第６の２の要件に該当することが確実であることを都道府県知事が認定した事項について記入
する。

2.土地利用率は、耕地利用率または本地利用率のいずれかを選択する。
3.選択作物の指標値は、要領第６の２の（３）の計算により記入する。なお、作物名及び市町村名が
複数となる場合は、①にそれぞれ区分して「作物名（市町村名）」と記入するものとする。



（別記第５号様式）

（文書番号）

年 月 日

全国土地改良事業団体連合会

会長 殿

（○○県知事 殿）

全国土地改良事業団体連合会

会長 事務受託者

○○県土地改良事業団体連合会

会長 印

助成金交付総額、利用集積等について担い手育成支援事業助成金交付規程第9の2の規定に基づき、

平成○○年度の実績を報告します。

１．助成金交付総額等について

助成金交付総額 千円（うち都道府県補助金 千円）

助 成 限 度 利 息 ％

地区名 交付額 助 成 金 の 使 途 調整活動 利 用 集 積 状 況

(認定地区 (千円) 状況

番号) 調整活動 高度化 負担金 増 加 面 積 (ha) 増加率 集積率

(千円) (千円) 軽減 (％) (％)

(千円) 地区内 地区外 合計

計

２．土地利用高度化状況について

地区名 指標及び実績

(認定地区 認定した １７年度以降の 備 考

番号) 要件 要件 １７ １８ １９ ２０ ２１

年度 年度 年度 年度 年度

指標

地区

注)1.｢認定した要件｣には、「担い手育成支援事業実施要領の一部改正について」（平成17年９月30日付け17農振第1087号

農村振興局長通知）による改正前の要領第６の２により知事が認定した要件を記載する。

この場合、例えば｢昭和６０年における土地利用率の平均を超えること｣で認定を受けた地区は｢(１)の①｣と記載する。

2.「１７年度以降の要件」「指標及び実績」には、要領第６の２による別記第４号様式の４．土地利用高度化状況から

記載する。

3.「備考」には、要領第６の２の（３）により認定を受けた地区について、当該地区が重点的に取り組む作物名を記載

する。



（別記第６号様式）
（文書番号）

年 月 日

全国土地改良事業団体連合会
会長 事務受託者
○○県土地改良事業団体連合会
会長 殿

（交付申請者）
住所
○○土地改良区
理事長 印

又は
○○市町村
市町村長 印

担い手育成支援事業助成金交付規程第10の規定に基づき、要件を達成したことを報告します。

地 区 名 （認定番号 ） 受益面積① ha

達 成 要 件

事業認定時 事業認定後 農 用 地 農 用 地
担 い 手 面 積 (ha) 増 加 面 積 (ha) 集積増加率 利用集積率
農家番号 (%) (%)

利 地区内 地区外 合 計 地区内 地区外 合 計
用 ② ③ ④=②＋③ ⑤ ⑥ ⑤＋⑥ ⑤／④ (②+⑤)/①
集
積
状
況

計

耕地 耕地昭和６０年の都道府県の 利用率の平均 ％ 地区の 利用率 ％本地 本地

耕地 耕地認定時の 利用率 ％ 地区の 利用率 ％土 本地 本地
地
利 耕地 耕地知事の定めた 利用率 ％ 地区の 利用率 ％用 本地 本地
高
度 都道府県の飼料作物の作付率 ％ 地区の飼料作物の作付率 ％
化
状 選択作物の指標値 ％ 地区の選択作物の作付割合 ％
況 ①．選択作物の市町村の作付割合

a.○○○ ％

b.○○○ ％

計○○○ ％
②．①の指標計算

％

※要件達成を確認できる証拠書類を添付する。

注）１．利用集積状況は、個々の担い手ごとに記入する。

２．「事業認定時面積」とは、事業認定時における事業地区外も含めた経営等農用地の面積をいう。

３．「事業認定後増加面積」とは、事業認定後に事業地区内において増加した経営等農用地の面積を

いう。

４．土地利用率は、耕地利用率又は本地利用率を選択する。

５．選択作物の指標値は、要領第６の２の（３）の計算により記入する。なお、作物名及び市町村名

が複数となる場合は、①にそれぞれ区分して「作物名（市町村名）」と記入するものとする。



（別記第７号様式）

（文書番号）

年 月 日

○○県知事 殿

全国土地改良事業団体連合会
会長 事務受託者

○○県土地改良事業団体連合会

会 長 印

担い手育成支援事業助成金交付規程第10の規定に基づき、以下の地区における要領第６の要件の達

成の承認を申請します。

区 分 地 区 名 認 定 地 区 番 号 達 成 要 件

利

用

集

積

状

況

土

地

利

用

高

度

化

状

況

広

域

・

専

業

状

況

※別記第６号様式の写し及び要件達成を確認できる証拠書類を添付する。



（別記第８号様式）

（文書番号）

年 月 日

全国土地改良事業団体連合会

会長 殿

全国土地改良事業団体連合会

会長 事務受託者

○○県土地改良事業団体連合会

会 長 印

以下の地区における要領第６の要件の達成について、○○県知事から承認する旨通知があったので、

担い手育成支援事業助成金交付規程第10の３の規定に基づき報告します。

区 分 地 区 名 認 定 地 区 番 号 達 成 要 件

利

用

集

積

状

況

土

地
利

用

高

度

化

状

況

広

域

・

専

業

状

況



（別記第９号様式）

（文書番号）

年 月 日

○○土地改良区

理事長 殿

又は

○○市町村

市町村長 殿

全国土地改良事業団体連合会

会長 事務受託者

○○県土地改良事業団体連合会

会 長 印

以下の地区における要領第６の要件の達成について、○○県知事から承認する旨通知があったので、

担い手育成支援事業助成金交付規程第10の3の規定に基づき通知します。

地 区 名 認 定 地 区 番 号 達 成 要 件


